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稲作の施肥改善と環境保全型農業

上 野 秀 人

IImprovement of Fertilizer Application in Rice Production toward

Environmentally Conscious Agriculture

Hideto UENO

S u m m a r y

Thc history of promoting the environmentally consciotls agriclliturc bcgan at the

1972 United Nations Gcneral Assembly. Thereafter EU and USA isstled concrctc

measures for protecting thc environnlcnt from pollution of chenllcal fertilizcrs and

agricultural chemicals and for promoting sustainable agricuiture. IIo、vever, it HFaS nOt

until 1989 that 」apanCSe governmcnt estal)lished a section for organic farnling in the

agriculttlral ministry. Nowadays, the ellvironmentally consc10us and stlstainable Food

prodtlction has beconlc one or the most urgent dcmands a1l ovcr the world. Apptica‐

tion of nitl‐ogen fertilizcr in the 納′orld tcnds to increase year by year, but in 」 apan

it already reachcd highest level in the 1960s. It has been pointed that the applica―

tion of high levels or nitrogen fertillzers gives not oniy deleterious effccts on water

quality but also N20 derived frolll them accelerates giobal 、varnling and dcpletcs ozone

layer. By using 15N tracer nlcthod, we investigated nitrogen dynanlics in ricc paddy

fidd fcrtilized with controlled reに ase coated urca(CRCU). Greatcr fertihzer efficien―

cy(72%)was observed in the CRCU plot than the control of conventional easy soluble

fcrtilizer(41%).Thc all‐ ourit of nitrogen released into the environment,mainly through

dclliti‐ification, was only 9% from the CRCU btit 33% from the cOnventional fer―

tihzel‐. These favorable properties of CRCU are considcred due to their coordinate

reteasc with rice plant grOwth and its nitrogen demand. Thus、 CRCU is a useful

fertilizer for environnlentally conscious rice production.

1口環境保全型農業とは

1-1口 世界的な動き

わが|∃において農業が地球環境に悪影響を及ぼしているという認識に改めざるを得なくなったのは

それほど昔のことではない。農林水産省において認知され、対策措置として本格的に環境保全型農業

推進が始められたのは1992年以降のことである。その後、全国的に施肥基準の見直しが行われたり、

農業試験研究機関による実態調査 ・研究が本格的に開始されている。日本は世界的な趨勢に乗った感

本稿は平成 9年 度四L・E地IK上壌 施 肥管理研究会 (四回農業試験場、平成10年 2月 4日 )で 発表した内容の一部である。
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第 1表  環 境保全型農業推進の経緯

台 会議 ・機関等 1内 容

1972 l■u連人陪1環境会議

「人間環境宣言J

・人間活動の発展に伴う地球環境の破壊に対し警鐘を鳴らし/

1980 米国政府特別報告書

「西暦2000年の地球」

土媛流亡や農菜による環境影響、特に化学肥料や農某による地下水の汚染の増大について

警告 し、それまでの農法を改めて上摸保全、環境負荷の軽減に配慮 した農業に移行する必

要性を求めた。

1985 米国政Fl 「低投入持続型農業(LISA)が資源の再生産と再利用を可能にし、農菓 ・化学肥料の投入

量を必要最小限に抑えることによって、地域資源と環境を保全しつつ一定の生産力と収益

性を確保し、 しかも、より安全な食糧生産に寄与しようとする農法の体系であるJと して

政策的に追求されるようになった。

1985 E U 「環境保全地域」指定の導入などを合む環境保全型農業を目指す政策を導入。

「条件不利地域政策」 (環境保全的なより粗放的農業への転換を促進する)を採択.

1987 「環境と開発に関する世界

委員会J

・将来の世代が自らの欲求を充足する能力を損なうことなく、今日の世代の欲求を満たすこ

とのできるような開発 (持続可能な開発)を 世界的に、人間活動のあらゆる面において追

求することを求めた。

1989 農林水産省 ・有機農業開発生を発足。

1992 国;と環境開発会議

「環境とF・l発に関するリオ

宣言J

。オブン増破壊ガス ・温室効果ガスの増大、水質汚染、11壌流失、砂漢化、塩類i壌 化、酸

性雨などの人間活動による環境汚染の全面的激化とグローバル化を指摘、それに対応して

の人類の一致した行動を求めた。
・農業分野では行動計画 「アジェンダ21J第 14革「持続可能な農業と農村開発Jに 取り上げ

られ、持続可能な農業の樹立に向けての資源の保全や農法改善プログラムの作成を要求。

1992 農林水産省 ・有機農業開発生を環境保全型農業対策室に故組,農 業の持つ物質循環機能を活かし、生産

性との調和などに留意しつつ、化学肥料、農菜の使用等による環境負荷の軽減に配慮した

持続的な農業 (環境保全型農業)の 推進方針を明確にした。

1993 日本国政府 ・環境基本法は 「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築Jを 目指すとした。
・農業白書において 「地域合意に基づく環境保全型農業の総合的な推進を掲げ、①農業の有

する環境保全機能の維持 ・増進、0環 境保全型農業技術の開発・普及、①農業分野におけ

るリサイクルのイ足進、 を図ることとした。

日本国政府 ・環境基本計画が策定。 「循凍、共生、参加、国際的取り組み」を合い言葉とする。
・農林水産省において環境保全型農業推進本部を設置し、全国農業協同組合連合中央会、全

国生活協同組合連合会を事務局とする全国環境保全型農業雑進会議が発足した。

1997 気候変動枠組み条約第 3回

柿約国会議

(地球温暖化防に京都会

1読)

・先進国における法的拘束力を持つ温室効果ガスの排出削lHk目標などを定めた 「京都議定

書Jを 採択した。焦点となった数値目標については、難れたの末、2008年から2012年まで5

年間の温室効果ガスの排出量を1990年に比べて日本は6%、 米国は7%、 Eモ十は8%そ れ

ぞれ削減することが決まった。削減率は先進国全体では52%と なる。
・この日標の対象となる温室効果ガスは二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、HFC、PFC、

SF6の6種類.IIFC、P「C、SF6については基準年を1995年とすることになった。

じではあるが、単位面積当たりの化学肥料使用量はEU諸 国を越えており (第1図)、農業使用量は

際だって多いことを考えると、米国やEUの 動きに比べ遅きに失した感は否めない (第1表)。

1993年の農業白書によれば、環境保全型農業は 「農業の持つ物質循環機能を効かし、生産性との調

和などに留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した

持続的な農業」とされている。昨年12月1日 ～11日は京都国際会議場で、地球温暖化防止京都会議が

行われ、今や 「地球環境保全Jと いうキーワードは、農業ばかりでなく、全産業界において重要な位

置を占めてきており、従来型の 「資源 ・エネルギー多投入」の見直しが迫られてきている。

1-2口 窒素肥料が水質に与える影響

わが国における化学肥料の使用量は1980年代中頃までは飛躍的に増加したが、最近では減少してき

ている。しかし、日本の単位面積当たりの窒素肥料使用量は、世界的に見てかなり高く、韓国に次い

で高くなっている。日本や韓国のような狭小な農耕地において土地生産性を上げるために、集約的農

業が行われていることが分かる。

化学肥料の施用によって問題となってくるのは、①硝酸態窒素による地下水の汚染、河川 ・湖沼な
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どの閉鎖系水域の富栄養

化、②亜酸化窒素ガスの発

生、0生 産物中の硝酸濃度

上昇などである。

欧米では、地下水依存度

が高いために、硝酸態窒素

による地下水汚染が大きな

問題になっている。飲料水

に含まれる硝酸態窒素は胃

の中で還元 されて亜硝酸に

なり、乳幼児の悪性貧血病

およびメタヘモグロビン症

を引 き起 こす とされてい

る。WHOは 硝酸態窒素

25ppm以上の水を飲 まされ

ていた乳幼児2000人の症例

を調べ、その うち160人が

死亡 したと幸R告 している。

米国の窒素肥料施用密度は

日本の 1/5以 下であるか

ら、日本においてこの種の

問題が生 じるポテンシャル

は単純に考えても5倍高いことになる。1994年度に275自治体が行った調査によれば3.6%の井戸水で

硝酸態窒素が10ppmを越えていた。水田地帯では濃度は低いのに対し、普通畑や集約畑地帯、茶畑地

帝、畜産地帯ではかなり高くなっていた。地下水源の硝酸態窒素による汚染のほとんどが農業起源で

あり、その多くが化学肥料由来であることから、環境保全型農業の推進が望まれている。

地下水汚染に対する取り組みと共に、湖沼などの閉鎖系水域の水質浄化に対する取 り組みが進んで

いる。琵琶湖は近畿地方一円の水瓶としての役割を果たしているが、富栄養化しているため水質は悪

く、その原因として水田からの排水が挙げられている。そのため、農業試験場などによって、①水田

の代かき水の排水抑制、②降雨時の表面流出負荷の抑制、③全層施肥、側状深層施肥、省肥、追肥重

点、緩効性肥料の使用などの施肥法改善策が出された。その他に霞ヶ浦、手賀沼、印落沼、児島湖な

ど全国的な問題になり、1984年には環境庁が 「湖沼水質保全特別措置法」(湖沼法)を 成立させて、

地方自治体に対し農業排水や下水道整備などの諸対策を講じている。また1994年に厚生省、環境庁が

水道水源を守るために 「水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律」、「特定水域利水障害防止

のための水道水源水域の水質保全に関する特別措置法」を成立させており、水質をめく
｀
る農業環境対

策は急務となってきている。

1-3日 窒素肥料が大気環境に与える影響

1997年12月に行われた 「地球温暖化防止京都会議」では、地球温暖化の原因となる二酸化炭素、フ

ロン、メタン、亜酸化窒素 (N20)の 数値目標付き削減計画が採択された。このうち農業が直接の発

第 1図 世 界各巨|の単位面積当たりの窒素肥料使用料 (k9/ha)
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生原因となるガスはメタンと亜酸化窒素であるが、日本のような集約的農業においては、化学肥料、

農某、農業機l・ttの製造や使用において多 くのエネルギーが消費されてお り、問接的に二酸化炭素の発

生原因となっていることも考慮する必要がある。採択された数値 目標については先進国間で法的拘束

力が生 じているため、早急に具体的な対策を講 じる事になると考えられる。

農耕地において亜酸化窒素ガスは、微生物が行う脱窒および硝化作翔によつて発生する。亜酸化窒

素ガス濃度は約310ppbvであり、年率約0.2～0.3%の 割合で増加 しているという
10'1)。二酸化炭素に

比べて濃度は低いが、赤外線に対する吸収効率が二酸化炭素の200倍も高 く、また大気中での寿命が

約130年と他の温室化ガスよりも長いため、亜酸化窒素の増加は地球温暖化に大きな影響を与えやす

いと言える。さらに亜酸化窒素はオゾン層の破壊ガスとしても働 くため、発生抑制を大幅に削減する

必要があると指摘 されているも|。
施肥窒素に起因する亜酸化窒素の発生量は、正確に調べ られていな

いが、今のところ0.01～2.0%の 範囲であると見積 もられている
11)。

しか しチヤンバー法によるフラ

ックス試験では、施肥によリアンモニアあるいは硝酸濃度が上昇すると、急激に亜酸化窒素発生量が

増大することが分かってお り、施肥管理がその発生において大きな位置を占めることは明らかである。

また亜酸化窒素は高い水溶性を呈することから、地下水脈を通 り河川等に流出している可能性が高い

と考えられているが、フラックス等は不明であり、今後の調査研究が待たれるところである。

農耕地に起因する亜酸化窒素発生メカニズム (上疾微生物による生成過程)

嫌気的条件 (脱窒)  NOs~ ―→ N02~引 'NO J'N20↑  引'N2↑

(酸素分圧が高いほど亜酸化窒素発生害」合が高くなるか

好気的条イ牛 (石肖化) NH4+ _→  NOH」 'N20↑  引'N02~ 、 N02~」 'NO」 'N20↑  」'N2↑

(酸素分圧が低いほど亜酸化窒素発生割合が高 くなる。)

2.被 覆尿素施用水田における窒素動態

2-1.被 覆尿素肥料

被覆肥料は、高度な肥効調節を行うためにポリオレフイン系樹脂でコーテイングされたものである。

溶出特性は、コーティング樹脂の成分を変えることにより、溶出パターンや溶出量を変えることがで

きる。市販品においては肥料成分、肥効期間や浴出パターンが異なる種々のタイプが製造されてお り、

栽培品種の養分吸収パターンや土壌条件に適合したものを選択することができ、水田作、畑作 とも幅

広 く用いられている。とくに稲作においては全量基肥施肥技術、いわゆる 「基肥一発施肥」や 「育苗

箱全量施肥Jの 研究が進められてお り、従来の施肥体系である基肥、分げつ肥、つなぎ肥、穂肥、実

肥などの施肥にかかる労力を軽減させる省力、低コス ト稲作技術 として注目されている2457)。

栽培における特徴として、無効茎数が減少し、穂揃いがよくなることが報告されてお り、収量も従

来の施肥体系と同程度かそれ以上である
381。 また、減水深の大 きい土壌や穂肥能力の弱い土壌にお

いては、安定増収が得られやすいという特長を持ってお り、有効な施肥体系として定着 しつつある。

実際の使用面においては、品種、作柄、気象、土壌などの要因を考慮 して、施用量や種類を決定す

るわけであるが、施用が過乗Jな場合や肥料溶出パターンと作物の窒素吸収パターンがずれた場合は、

不経済であるばか りでなく、余乗」の窒素が作物生育に悪影響を与えたり、環境中に流出して水系の汚

染をもたらす可能性がある。作物の窒素吸収パターンに合致 した合理的施肥を行うには、土壌からの

無機化発現や肥料からの溶出を含む窒素動態を正確に把握する必要がある。
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2-2.ア ンモニア トレーサー法

水田土壌の窒素動態の測定においては、差 し引き法により
“
net"(正味)の 動態量が測定されきた

が、近年は窒素の安定同位体元素である重窒素 (15N)を用いた
“
grOss"(総体)の 動態量を,貝J定す

る方法 (アンモニア トレーサー法)が 開発 されてきた。例えば水田上壌100Jか ら1週 間で10mりの空

素が無機化 し、同時に10mgの窒素が土壌微生物によつて取 り込まれた場合、差 し引き法では収支が 0

になるため、「何 も変化は起こらなかったJ事 になるが、アンモニア トレーサー法では無機化量10m9、

有機化畳10muと評価されることになる。

水田土壌中の窒素動態は複雑であるが、ほとんどのフラックスにおいてアンモニア態窒素が関与 し

ている。そこで重窒素でラベルした少量のアンモニアを水日に注入し、 ト レーサー (追跡子)と して

その行方を調べ、量的把握を行うことが、アンモニアトレーサー法の原理である。ここでは 15Nアン

モニア トレーサーを用いて土壌中の窒素動態の解明を行い、さらに重窒素ラベルした被覆尿素肥料を

用いることにより、肥料由来窒素の動態の解析を行った。これにより栽培時期別の上壌窒素の無機化

発現量や肥料からの溶出量はもとより、水稲吸収量、有機化量、脱窒 ・溶脱量を上壌窒素由来と肥料

空素由来に分けて求めることが可能となる。

室素の有機化無機化に関与 窒素の環境負荷

第 2図  水 田土壌における窒素動態

第 3図  ア ンモニア トレーサー法による水国の窒素動態解析模式図

アンモ ニア
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2-3口 窒素動態の測定法

11)試 験区の設置とトレーサーの注入

試験区は、重窒素ラベルした被覆尿素肥料 (15N―LPコ ー ト140、3.053 atom%)施用区 (以下
'5

N一 LP区 )と 通常の被覆尿素施用区 (以下
HN一 LP区 )の 2区 とした。試験区固場は窒素無施用

とし、各区には栽植様式 (統15cm×横30cm)の大きさのアクリル梨枠 (高さ30cm)を押 し込みながら

適当数設置 し、枠内に各被覆尿素肥料を1.1259(=10k9N/10a)ず つ施用 してよく混合して、ヒノ

ヒカリを枠内土壌の中心付近に 3株 ずつ移植 した。次に
出N一 LP区 の第 1枠 ヘアンモニア トレー

サーとして、3.679%の重窒素含有の塩化アンモニウム浴液20mlを、横穴ロック針 (長さ10cm)の付

いた注射器で枠内の上壌に均
一になるように注入した。同時に15N一LP区 の第 1枠 にも同じ窒素当

量である3.611%の塩化アンモニウム (MN)溶 液20mlを同様にと入 した。注入後、 3週 間後に処理

枠の植物体と枠内の土壌 (9k9)を 採取 し、植物体はできるだけ土壌を回収 し、洗浄 した後、乾燥さ

せて粉砕試料とした。また試料採取 と同時に、次の 3週 間の窒素動態を測定するために、両区の第 2

枠に塩化アンモニウムを注入した。水稲栽培期間中、この一連の繰 り返 しを5回行った。

(2)分 析

植物体試料0.59を ケルダール法によつて全窒素分析を行い、再蒸留液を発光分光分析計 (日本分

光 (株)社製、N-151型 )を 用いて重窒素濃度測定を行った。土壌はポリバケツに回収 し、撹件板付

電動 ドリルで十分に混合 した後、 2 nlmのフルイを通して、水分含量測定、全窒素濃度ヤ貝J定および重窒

素濃度測定を行った。またアンモニア態窒素は10%塩 化カリウムで抽出した後、アンモニア量と重窒

素濃度を測定 した。

(3)モ デル式による解析

重窒素 トレーサー法におけるモデル式は山室 (1988)の提案 したものを基本とし、土壌由来窒素の

動態の解析を行うとともに、重窒素ラベルされた肥料由来窒素の配分を用いて肥料由来窒素の動態の

推定を行った。

2-4コ L P140基肥全量施用と塩安分施の窒素動態比較

(1)ア ンモニア トレーサーの画己分

1992年に中国農業試験場の細粒質灰色低地土にヒノヒカリを栽培 し窒素動態を調べた。 L P 140全

塩安分施区 被覆尿素全量元肥施用区

量基肥施用区 (以下L P 140区)

の比較対照として、同土壌、同

品種で試験を行った塩安分施区

(2.59N/ポ を4回 に分施)を

用いた。

第 4図 はアンモニア トレー

サーを上壌中に注入し、 3～ 4

週間経過後の トレーサー配分を

経時的に表 してお り、 ト レー

サー注入時に土壌中に存在 して

いたアンモニア (ただし土壌由

来と肥料由来は区別されていな

い)が どこに移行 したかを示す
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第4図  塩 安分施区および LP140基肥全量施用区における

トレーサーの画こ分
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第 5図  塩 安分施区およびLP140全 量基肥施用区における窒素動態の推移
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第6図 塩 安分施区およびLP140基肥全畳施用区における窒素動態の比較

ものである、とくに塩安分施区の場合は近似的に施肥窒素の移行割合を表 していることになる。

塩安分施区において 「施肥窒素十土壌窒素」が水稲吸収に移行する割合は、栽培初期で11.3%と低

いが水稲生育 とともに増加 し、後期では61.9%に達 している。L P140区では、中期の水稲窒素吸収

が高 くなる傾向が見られた。有機化は土壌微生物によるアンモニア同化が大半を占めていると考えら

れ、アンモニアプールの一部になっている。塩安分施区の有機化は水稲の生育とともに減少する傾向

が見 られ、L P 140区においては栽培前期 と後期において高 くなる傾向があった。アンモニアとして

残存する割合は、両区とも栽培初期だけが高 く、それ以降はわずかしか検出されなかった。栽培初期

は水稲による窒素吸収能力も低 く、また地温も比較的低いことから有機化へ移行する害」合が少ないた

めと考えられる。脱窒への配分は両区とも水稲の生育 とともに減少する傾向が見られ、LP]40区 で

は後期に顕著な減少が見られた。

(2)窒 素動態

第 4図 のデータおよび〕5N一 LP区 のデータをもとにモデル式による解析を行い、土壌窒素から無

機化 してきた窒素と肥料から溶出してきた窒素に分けて無機化、溶出、水稲吸収、脱窒量の推定を行

った (第5図 )。これらの窒素動態はgrOss値で表 されているが、水稲吸収、脱窒については土壌中

のアンモニアプールからの移行がほぼ一
定方向であると考えられるので、net値として考えても良い。

肥料からの溶出量は、塩安区の場合、塩安2.59N/nfを 4回 に分けて施肥 したため、溶出量は各期

間ともほぼ2.59N/ポ となっている。
一方L P 140区は 3～ 6週 目の溶出量が最も多 く、水稲生育と

ともに漸次減少 してお り、これが被覆尿素肥料の特徴 とも言える。土壌窒素からの無機化量は両区と

も際だって大 きな差は見られなかった。水稲による窒素吸収量は、両区とも初期～中期が高 くなって
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いるが、注日される点として塩安区の肥料由来窒素の吸収は、窒素吸収量の多い 4～ 8週 目ではそれ

ほど高 くならず、後期に高 くなっていることがあげられる。この原因として根系が後期になるほど発

達し、空素吸収効率が高 くなること、塩安は易溶性であるため有機化が急速に促進され易いことが考

えられる。一方、L P140区においては水稲による全窒素吸収量 と施肥由来窒素の吸収量がよく似た

パターンで推移しており、被覆肥料が水稲生育に応 じた肥効調節を行っていることを示 している。

有機化は、塩安分施区で 0～ 8週 目に顕著に高 くなる傾向が見られ、肥料由来窒素も同様なパター

ンで推移 していた。L P140区においては 3～ 9週 目に若干高 くなったが、塩安分施区ほど顕著では

なかつた。これは3～ 9週 目の水稲による窒素吸収速度が高かったために、有機化への移行が低 くな

ったものと考えられる。

脱窒は、塩安分施区に比べ L P140区で全期間にわたつて低い値を示 した。両区とも脱窒に移行す

る窒素量の推移パターンと無機化十肥料溶出のパターンはよく近似 していた。しかし、被覆肥料出来

の窒素が脱空へ移行する割合は、塩安に比べて低いことがわかる。

全栽培期間中の各窒素動態を積算すると第 6図 になる。 L P 140区の水稲吸収は塩安分施区に比べ

て高 くなっているが、この差はほぼ肥料出来窒素の吸収が増加 した分に相当する。L P140区の施肥

量は、塩安分施区に比べて 29N/1112少ないのにも関わらず肥料出来窒素の吸J又量が高 くなっており、

被覆肥料の肥料利用率がかなり高いことが考えられる。

L P 140区の有機化においては肥料由来窒素の占める害J合が高 くなっているが、これは肥料から溶

出してきた窒素が一度有機化 し、その後、再び無機化 して水稲吸収、有機化、脱窒へと移行 した可能

性が高いことを示唆 している。net値に換算するならば、むしろL P140区の有機化量は塩安分施区に

比べて低いことが予想 される。L P140区の脱窒量は顕著な減少がみられ、塩安分施区のほぼ50%に

なった。土壌由来窒素、肥料出来窒素とも減少 し、特に肥料由来窒素の減少が著 しい。

(3)肥 料利用率と脱窒への移行害J合

第 7図 は、施肥窒素の水稲吸収と脱窒への移行害」合を表 したものである。塩安分施区の水稲吸収割

合 (=施肥窒素利用率)は 後期になるほど高 くなる傾向が見られるが、収穫期近 くの14週目でも41%

程度であった。脱窒量は水稲吸収量と同程度に増加 し、14週目には33%に 達 した。

一方L P140区において、水稲による吸収割合は移植 3～ 9週 目で急速に高 くなり、その後ゆっく

り増加 した。15週目には肥料利用率が72%に 達 してお り、塩安の1.8倍近 く肥料利用率が高 くなった。

脱窒への移行割合は9%で あり、塩安分施区のそれと比べるとわずか27%に しかすぎない。
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第 7図  塩 安分施区およびLP140全量基肥施用区における施肥窒素の

水稲吸収 と脱窒への配分
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2-5,ま とめ

モデル式を用いた窒素動態の推定をおこなうことにより、被覆尿素肥料 (LPコ ー ト140)の全量

基肥施用は、水稲の窒素吸収量に適応 じた肥効調飾が行われていることの他に、肥料利用率が速効性

肥料の分施にくらべて高 く、脱窒に移行する割合が顕著に低 くなることが明らかになった。

水稲作は農業の中でどちらかというと環境を保全する能力が高い土地利用形態であり、特に都市近

郊においては用水中の窒素、リンなどの環境負荷物質をトラップし、水質浄化を促す機能が高いと評

価されているが、代かき時や窒素吸収能力の低い栽培初期には基肥が流れ出して水系を汚染させてい

る場合がある。このような場合、被覆肥料を利用することにより、施肥窒素の流出を最小限にとどめ

ることができると考えられる。

被覆肥料には肥効期間が異なったり、肥効がシグモイ ド型を示すタイプも開発されており、それら

を組み合わせることにより気象、土堤、品種、作付け体型に応 じたきめの細かい施肥設計が可能とな

っている。また被覆肥料を利用することにより、省力の他に増収をねらった施肥設計 も可能ではある

が、上述のように他の肥料に比べて大気、水系への負荷が減少するという特長を有するので、有望な

環境保全型施肥技術の一つに位置づけられよう。
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